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(コード 6971東証プライム市場) 

問合せ先 執行役員常務 

コーポレート担当 千田 浩章 
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会社分割（簡易吸収分割）によるメディカル事業分社化のお知らせ 
 

 

京セラ株式会社（以下、「当社」）は、本日開催の取締役会において、2025年 10月 1日を効力発生

日とする吸収分割（以下、「本吸収分割」）により、当社のメディカル事業（以下、「対象事業」）を当

社 100％連結子会社として新設した京セラメディカル株式会社（以下、「京セラメディカル」）に承継

させることを決議しましたのでお知らせします。 

なお、本吸収分割は簡易分割に該当するため、開示事項･内容を一部省略して開示しています。 

 

記 

 

１．本吸収分割の目的 

現在、京セラグループでは、コアコンポーネントセグメントのメディカル事業として、人工関節や

歯科インプラント等の開発、製造、及び販売を行っています。 

近年、医療機器業界では、安全性および品質に関する国際的な要求水準が一層高まっており、これ

に的確に対応するためにはより専門性の高い経験、知識、スキルが求められます。 

京セラメディカルは、医療分野に特化した企業として、多様化する市場ニーズに対するスピード

を高めることで、事業成長を加速させるとともに、薬機法（※）の改正や医療機器の国際規格（ISO）

等に対しても迅速かつ高度に対応できる体制を構築いたします。 

京セラグループは、今後も成長性の高いグローバル市場におけるメディカル分野において、患者

様の QOL（Quality Of Life）の向上と、医療の発展に貢献してまいります。 

 

※医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号） 

 

２．本吸収分割の要旨 

（１）本吸収分割の日程 

取締役会決議日：   2025年 5月 28日 

吸収分割契約締結日:  2025年 5月 28日 

吸収分割効力発生日： 2025年 10月 1日（予定） 

※本吸収分割は、当社においては、会社法第 784条第 2項に規定する簡易吸収分割に該当

し、京セラメディカルにおいては、会社法第 796条第 1項に規定する略式吸収分割に該当す

るため、それぞれの株主総会の承認を得ることなく行うものです。 
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（２）本吸収分割の方式 

当社を吸収分割会社、京セラメディカルを吸収分割承継会社として実施します。 

 

（３）本吸収分割に係る割当ての内容 

京セラメディカルは本吸収分割に際して普通株式 1株を発行し、当社に割当交付します。 

 

（４）本吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

（５）本吸収分割により増減する資本金 

本吸収分割に伴う当社の資本金の増減はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

京セラメディカルは、本吸収分割により、本吸収分割の効力発生日において、別途吸収分割 

契約に定める対象事業に係る資産、債務等の権利義務を承継します。 

 

（７）債務履行の見込み 

本吸収分割の効力発生日後において、京セラメディカルが負担すべき債務についてその履行

の見込みに問題はないものと判断しております。 
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３．本吸収分割に係る当事会社の概要 

 吸収分割会社 吸収分割承継会社 

（１）名称 京セラ株式会社 京セラメディカル株式会社 

（２）所在地 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町

6番地 

京都府京都市伏見区竹田鳥羽

殿町 6番地 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 谷本 秀夫 代表取締役社長 竹本 英史 

（４）事業内容 コアコンポーネント、電子部品、

ソリューション事業等 

人工関節や歯科インプラント

等の開発・製造・販売事業 

（５）資本金 115,703百万円 1円 

（６）設立年月日 1959年 4月 1日 2025年 5月 23日 

（７）発行済株式数 15億 1,047万 4,320株 1株 

（８）決算期 3月 31日 3月 31日 

（９）大株主及び持分比率 日本マスタートラスト信

託銀行株式会社(信託口) 

21.96％ 当社 100％ 

株式会社日本カストディ

銀行(信託口) 

8.86％ 

株式会社京都銀行 4.10％ 

STATE STREET BANK AND 

TRUST COMPANY 505001 

3.82％ 

公益財団法人稲盛財団 2.66％ 

STATE STREET BANK WEST 

CLIENT - TREATY 505234 

1.92％ 

京セラ自社株投資会 1.72％ 

株式会社三菱 UFJ銀行 1.31％ 

HSBC HONG KONG – 

TREASURY SERVICES A/C 

ASIAN EQUITIES 

DERIVATIVES 

1.26％ 

第一生命保険株式会社 1.19％ 

（10）直前事業年度の連結経営成績及び連結財政状態（2025年 3月期） 

親会社の所有者に帰属する

持分 
3,217,788百万円 － 

資産合計 4,511,307百万円 － 

1株当たり親会社の所有者

に帰属する持分 
2,284.15円 － 

売上高 2,014,454百万円 － 

営業利益 27,299百万円 － 

税引前利益 63,631百万円 － 

親会社の所有者に帰属する

当期利益 
24,097百万円 － 

基本的 1株当たり親会社の

所有者に帰属する当期利益 
17.11円 － 

（注）吸収分割会社については 2025年 3月 31日現在、吸収分割承継会社は 2025年 5月 23日設立

のため、確定した最終事業年度はありません。 
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４．本吸収分割の対象事業の概要 

（１）事業の内容 

人工関節や歯科インプラント等の開発・製造・販売事業 

 

（２）分割する事業の経営成績（2025年 3月期） 

   売上高 20,450百万円 

 

（３）分割する資産、負債の項目及び帳簿価額 

資産 負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価額 

流動資産 29,213百万円 流動負債 1,056百万円 

非流動資産 3,402百万円 非流動負債 38百万円 

（注）上記金額は、2025年 3月 31日現在の財政状態計算書を基準として算出しているため、実際

に承継される額は、上記金額に効力発生日までの増減等を調整した数値となります。 

 

５．本吸収分割後の状況 

本吸収分割に伴う当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容（対象事業を除く）、資

本金の額及び決算期の変更はありません。 

京セラメディカルは資本金の額を 2025年 10月 1日付にて 50百万円に変更する予定です。 

 

６．今後の見通し 

本吸収分割は、当社及び当社 100％出資の連結子会社を当事者とするものであり、当社の連結業

績への影響は軽微です。 
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【将来の見通しに関する記述等について】 

当資料に含まれる将来の見通しに関する記述は、現時点で入手できる情報に鑑みて、当社が予想を行い、所

信を表明したものであり、既知及び未知のリスク、不確実な要因及びその他の要因を含んでいます。これらの

リスク、不確実な要因及びその他の要因は下記を含みますが、これらに限られるものではありません。  

 

(1)  日本及び世界経済の一般的な状況 

(2)  当社が事業や輸出を行う国における経済、政治、法律面の諸条件の想定外の変化 

(3)  為替レートの変動が当社の事業実績に及ぼす影響 

(4)  当社製品が直面する激しい競争による圧力 

(5)  当社の生産活動に用いられる原材料のサプライヤーの供給能力及びその価格の変動 

(6)  外部委託先や社内工程における製造の遅延又は不良の発生 

(7)  今後の取り組み又は現在進行中の研究開発が期待される成果を生まない事態 

(8)  買収した会社又は取得した資産から成果や事業機会が得られない事態 

(9)  優れた人材の確保が困難となる事態 

(10) サイバー攻撃等により当社の情報セキュリティが被害を受ける事態及びその復旧や維持に多額の費用 

が必要となるリスク 

(11) 当社の企業秘密及び特許を含む知的財産権の保護が不十分である事態 

(12) 当社製品の製造及び販売を続ける上で必要なライセンスにかかる費用 

(13) 既存の法規制又は新たな法規制への意図しない抵触 

(14) 環境規制の強化による環境に関わる賠償責任及び遵守義務の負担 

(15) 世界的な気候変動に関連する諸課題への対応遅れによるコスト増や企業ブランドの低下を招く事態 

(16) 疾病・感染症の発生・拡大、テロ行為、国際紛争やその他類似の事態が当社の市場及びサプライチェ 

ーンに及ぼす影響 

(17) 地震その他の自然災害によって当社の本社や主要な事業関連施設並びに当社のサプライヤーや顧客が 

被害を受ける事態 

(18) 売掛債権の信用リスク 

(19) 当社が保有する金融商品の価値の変動 

(20) 当社の有形固定資産、のれん並びに無形資産の減損処理 

(21) 繰延税金資産及び法人税等の不確実性 

(22) 会計基準の変更 

 

 上記のリスク、不確実な要因及びその他の要因により、当社の実際の業績、事業活動、展開又は財政状態は、

将来の見通しに明示又は黙示される将来の業績、事業活動、展開又は財政状態と大きく異なる場合があります。

当社は当資料に含まれている将来の見通しについて、その内容を更新し公表する責任を負いません。 

 

 

 以上 


